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Part Ⅰ
決算・業績予想



FY17 FY17 FY17 FY17
【公表比】 実績 実績 実績 実績

業務粗利益 1,743 ▲11 1,273 ▲22 195 5 275 7
資金利益 1,525 28 1,109 30 177 ▲1 239 ▲1

国内部門 1,449 20 1,035 22 176 ▲1 238 ▲1
国際部門 76 8 74 8 1 ▲0 1 ▲0

非資金利益 218 ▲39 164 ▲52 18 5 36 8
役務等利益 219 25 166 15 18 4 35 5
特定・その他利益（債券除く） 16 ▲22 14 ▲22 1 ▲0 2 0
債券関係 ▲17 ▲42 ▲16 ▲45 ▲0 1 ▲1 2

経費　　　 　　　　（△） 1,016 0 676 ▲1 139 ▲0 200 1
実質業務純益　 727 ▲11 597 ▲22 56 5 75 6
一般貸倒引当金　（△） 0 124 ▲8 106 0 ▲8 - -
業務純益 727 ▲135 604 ▲128 56 13 75 6
コア業務純益 【+12】 744 31 613 24 56 4 75 4
臨時損益 19 160 ▲34 97 9 25 37 12
経常利益 【+1】 747 25 570 ▲31 65 38 112 18
特別損益 ▲10 2 ▲5 ▲2 ▲0 8 ▲4 ▲3
税引前当期純利益 737 27 565 ▲33 64 45 108 15
法人税等　　　　　（△） 198 19 161 4 14 10 23 4
当期純利益　　 【+2】 539 8 404 ▲37 50 35 85 10

信用コスト　（△） 【+24】 ▲30 ▲14 12 17 ▲8 ▲28 ▲34 ▲2

3行単体合算 福岡銀行（単体） 熊本銀行（単体） 親和銀行（単体）

前年比 前年比 前年比 前年比

FY17
【公表比】 実績

業務粗利益 1,889 10
実質業務純益 723 1,037
コア業務純益 740 1,079
経常利益 【▲4】 716 1,061
連結当期純利益 （※） 【+4】 494 1,037

のれん一時償却除く 494 89

前年比
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2017年度決算サマリー

※公表比は2017年11月13日公表の予想対比。

Point2 コア業務純益は744億円

前年比+31億円

– 資金利益および投信・保険販売収益を中心

とした役務利益の増加により、デリバティ

ブ損益等の減少をカバーし、前年比プラス

公表比+12億円

– 役務利益（法人関連フィー、団信保険料

等）、その他業務利益等の計画比下ブレを

資金利益や経費削減でカバー

Point3 当期純利益は過去最高益

前年比+89億円（前年のれん一時償却除く）

– コア業務純益の計画比プラスに加え、のれ

ん償却費が不要となったことにより、2期ぶ

りに過去最高益を更新

公表比+4億円

– 計画どおりの着地

Point1 資金利益は前年比+28億円

利回り低下の影響を、貸出金ボリューム増

加や消費性ローンの積上げ、有価証券・国

際部門の増収、資金調達コストの削減等で

カバー

（億円）
損益（3行単体合算）

損益（FFG連結）

連
結
調
整

（※）親会社株主に帰属する当期純利益を指します

当期純利益（3行単体合算） 539
FFG単体 ▲73
のれん償却費 0
銀行子会社損益 36
その他連結調整 ▲8
FFG連結当期純利益 494



通期 通期 通期 通期

計画 計画 計画 計画

業務粗利益 1,800 57 1,332 59 193 ▲2 275 ▲1

資金利益 1,532 7 1,115 6 178 1 239 ▲0

国内部門 1,476 28 1,062 27 177 1 238 ▲0

国際部門 55 ▲20 54 ▲20 1 0 1 ▲0

非資金利益 268 50 217 53 15 ▲3 36 ▲0

役務等利益 217 ▲2 168 2 14 ▲3 35 ▲0

特定・その他利益（債券除く） 21 5 19 5 1 0 2 ▲0

債券関係 30 46 30 46 ▲0 0 ▲0 0

経費　　　 　　　　（△） 1,010 ▲5 672 ▲4 139 ▲0 199 ▲1

実質業務純益 790 62 660 64 54 ▲2 75 0

コア業務純益 760 16 631 18 54 ▲2 75 ▲0

経常利益 778 31 670 100 42 ▲23 65 ▲47

当期純利益 561 23 479 75 32 ▲18 50 ▲34

信用コスト　 　　　（△） 50 80 35 23 8 16 8 41

3行単体合算
福岡銀行（単体） 熊本銀行（単体） 親和銀行（単体）

前年比 前年比 前年比 前年比

当期純利益（3行単体合算） 561
FFG単体 ▲71
銀行子会社損益 32
その他連結調整 ▲2
FFG連結当期純利益 520

通期

計画

業務粗利益 1,958 69
実質業務純益 800 76
コア業務純益 770 30
経常利益 748 31
連結当期純利益 （※） 520 27

前年比

81 72 75 75
52

74
85

50

FY15 FY16 FY17 FY18計

コア業務純益

当期純利益

69
52 56 5453

15

50
32

FY15 FY16 FY17 FY18計

コア業務純益

当期純利益
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2018年度業績予想

（億円）
損益（3行単体合算）

損益（FFG連結）

【銀行別】損益推移 （億円）

614 589 613 631

456 442 404
479

FY15 FY16 FY17 FY18計

コア業務純益

当期純利益

福岡銀行

熊本銀行

親和銀行

連
結
調
整

（※）親会社株主に帰属する当期純利益を指します
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トップラインの推移（前年比）

トップライン（コア業務純益）の推移（前年比）

17年度は貸出金の積上げ、投信・保険や法人関連フィーの増強により前年比+31億円の744億円

18年度は預金金利の見直しを中心とした預貸金利息の反転を織込み、前年比+16億円の760億円を計画

FY
17

FY
16

FY
18
計

有
価
証
券
・
国
際
部
門
そ
の
他

投
信
・
保
険
手
数
料

そ
の
他
非
資
金
利
益

経
費

＋32

▲69

▲32

＋26
＋10

＋29

資金利益：＋28 非資金利益：＋3
（債券関連除く）

コア業純 ＋31

713

744
760

消
費
性
ロ
ー
ン

預
金
・
Ｎ
Ｃ
Ｄ
利
息

＋30

▲0
法
人
関
連
フ
ィ
ー

投
信
・
保
険
手
数
料

そ
の
他
非
資
金
利
益

経
費

＋26

▲49

▲10
＋25

＋27
＋5

消
費
性
ロ
ー
ン

預
金
・
Ｎ
Ｃ
Ｄ
利
息

▲22
＋7
法
人
関
連
フ
ィ
ー

＋6

資金利益：＋7 非資金利益：＋3
（債券関連除く）

コア業純 ＋16

貸
出
金
ボ
リ
ュ
ー
ム
積
上
げ

（
中
小
、
住
宅
ロ
ー
ン
等
）

預貸金利息：▲1 預貸金利息：＋29
＋4

有
価
証
券
・
国
際
部
門
そ
の
他

貸
出
金
ボ
リ
ュ
ー
ム
積
上
げ

（
中
小
、
住
宅
ロ
ー
ン
等
）

貸
出
金
利
回
り
低
下
影
響

貸
出
金
利
回
り
低
下
影
響

有価証券・その他 +21
国際部門 +8

団信保険料 ▲2
ローン保証料 ▲9
外為・デリバ ▲22

有価証券・その他 ▲2
国際部門 ▲20

団信保険料 ▲12
ローン保証料 ▲11
外為・デリバ +5
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ボトムラインの推移（前年比）

ボトムライン（連結当期純利益）の推移（前年比）

17年度はコア業務純益の増加に加え、のれん償却負担が不要となったことから前年比+89億円の494億
円（前年比はのれん一時償却の影響を除く）

18年度は有価証券の売却や退給費用の減少により、前年比+27億円の520億円を計画

コ
ア
業
務
純
益

債
券
・
株
式
売
却
益

臨
時
・
特
別
損
益

税
金
費
用

連
結
調
整

(

の
れ
ん
一
時
償
却
費
除
く)

405

＋16

FY17

494

▲19

＋78

＋31

FY16

520

▲40
▲11

コ
ア
業
務
純
益

債
券
・
株
式
売
却
益

信
用
コ
ス
ト

臨
時
・
特
別
損
益

税
金
費
用

連
結
調
整

▲80

▲17

＋92
＋26

の
れ
ん
償
却
負
担
減
少

税前ベース：＋27 税前ベース：＋40

FY18
計画

＋14
＋22

＋4

信
用
コ
ス
ト

402
FY17

債券売却益 ▲42
株式売却益 +2 退給費用 +9

退給費用 +35債券売却益 +46
株式売却益 +32

※

の
れ
ん
一
時
償
却
費

を
除
く

※のれん一時償却費 948億円

税引き後：＋89 税引き後：＋27



1.50 
1.39 

1.31 
1.23 1.18 1.15 

0.06 0.06 0.06 0.04 0.03 0.01 

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17 FY18計

資金利益（除く FFG・政府向け）
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資金利益は、貸出金利回り低下や有価証券・国際部門の減収を、国内貸出金利息の反転や資金調達コス
トの削減等でカバーする計画

国内預貸金粗利鞘は、預金金利見直しの効果により低下幅が縮小する見込み

＊国内貸出金・・・FFG向け・政府向け貸出金を除く
＊国内資金・・・国内預金＋NCD

▲ 30 ▲ 21 ▲ 9 13

▲ 70 ▲ 47
▲ 37 ▲ 10

1,320 1,286 1,275 1,277 

210 211 220 196

69 68 76 55

FY15 FY16 FY17 FY18計

国内貸出金

＊国内貸出金・・・FFG向け・政府向け貸出金を除く
＊国内資金・・・国内預金＋NCD

1,500
（+4）

（億円）

資金利益（3行単体合算） 国内預貸金粗利鞘（3行単体合算）
（%）

国内有価証券

国際部門

国内資金

その他

1,497
（▲3）

1,525
（+28）

1.44

貸出金

粗利鞘

預金

1.33
1.25 1.19 1.15 1.14▲11bp

▲8bp
▲6bp

▲4bp ▲1bp

▲34 ▲11

1,250
（▲3）

1,239
（▲12）

資金利益
（前年同期比） 1,532

（+7）

1,238
（▲1）

1,267
（+29）

+2

預貸金利息
（前年同期比）



78,344 81,693 85,690 88,585 

10,798 
11,184 

11,624 
12,006 14,468 

14,699 
14,840 

14,964 

FY15 FY16 FY17 FY18計

総貸出金平残（除く FFG・政府向け）
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総貸出金（国内＋国際）

貸出金は3％程度の年率を維持し、中計最終年度目標（平残11.5兆円）を達成する見込み

セグメント別では中小企業向け、個人向けについて前年を上回る年率を計画

総貸出金（セグメント別）

＊FFG向け・政府向け貸出金を除く
（）内は年率

＊FFG向け・政府向け貸出金を除く
（）内は年率

福岡

（億円）

熊本

親和

3行合算
103,611
（6.5％）

107,576
（3.8％）

112,154
（4.3％）

115,555
（3.0％）

（億円）

42,599 45,166 47,960 51,088 

16,999 16,453 16,112 15,725 

29,568 30,591 31,219 
32,051 

11,782
12,579

13,062
12,5062,662

2,787
3,802

4,185

FY15 FY16 FY17 FY18計

3行合算 103,611
（6.5％）

107,576
（3.8％）

112,154
（4.3％）

115,555
（3.0％）

個人

法人/
大・中堅

法人/中小

公金

国際

（7.2％）

（5.1％）

（3.5％）
（1.6％）

（3.6％）

（4.2％）
（4.9％）

（8.6％）

（4.5％）

（4.8％）

（3.0％）

（6.0％）

（6.8％）

（▲3.2％）

（3.5％）

（3.9％）

（1.0％）
（0.8％）

（3.3％）

（3.4％）

第5次中期経営計画
11.2兆円 11.5兆円

（6.2％）

（3.8％）

（▲2.1％）

（2.1％）

（6.5％）

（▲4.3％）

（▲2.4％）

（2.7％）

10.8兆円



92,919 95,886 101,209 103,828 

13,360 14,346 
14,688 14,898 

22,543 
23,050 

23,302 23,633 

FY15 FY16 FY17 FY18計

総資金平残（預金＋NCD）
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総資金は3行とも順調に増加。18年度も個人、法人を中心に増加基調を維持

総資金（国内＋国際） 総資金（セグメント別）

（）内は年率 （）内は年率

福岡

熊本

親和

（億円） （億円）

3行合算 128,822
（3.5％）

133,282
（3.5％）

139,198
（4.4％）

142,359
（2.3％）

第5次中期経営計画
13.5兆円 31,916 32,491 33,944 35,439 

87,081 90,030 93,624 96,546 

8,507 
9,157 

10,051 8,827 1,317
1,603

1,579 1,547

FY15 FY16 FY17 FY18計

3行合算 128,822
（3.5％）

133,282
（3.5％）

139,198
（4.4％）

142,359
（2.3％）

（5.0％） （3.2％）

（0.4％）

（▲0.5％）

（7.4％）

（2.3％）

国際

公金

個人

法人
（6.1％）

（▲6.9％）

（1.8％）

（3.4％）

（7.6％）

（3.9％）

13.9兆円13.1兆円

（5.6％）

（2.4％）

（1.1％）

（2.5％）

（1.4％）

（1.4％）

（4.5％）

（4.0％）

（9.8％）

（4.4％）

（3.1％）

（▲12.2％）



有価証券
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堅調な株式相場を背景に有価証券含み益は、引き続き高水準を維持

2018年3月末の円債デュレーションは2.27年まで短期化。アウトライヤー比率も低水準で推移

その他有価証券残高・評価差額（3行合算） 債券デュレーション・アウトライヤー比率

有価証券関連実現損益（3行単体合算）

2.3% 2.6% 3.4% 3.2%

4.07 3.80 

2.90 
2.27年

2.88 2.97

3.03 2.95年

15/3末 16/3末 17/3末 18/3末

円貨建

外貨建

※債券デュレーションはヘッジ考慮後
アウトライヤー比率は99％1％法ベース

ｱｳﾄﾗｲﾔｰ
比率

1,375 1,325 1,476 1,768 

19,735 
21,831 20,604 

19,967 

615 
623 794 889 

6,706 
6,163 6,379 5,973 

2,717 
2,972 3,820 3,636 

20,770 22,589 22,918 
22,816 

2,896 
2,814 2,692 2,492 

7,482 
7,510 7,462 6,926 

1,485 
2,094 

1,668 1,868 

18/3末

国 債

地方債

社 債

外債等

株 式

福岡

熊本

親和

16/3末 17/3末15/3末

3行合算
（前年比）

評価差額

※FFG連結

32,235
（▲837）

［億円］ FY14 FY15 FY16 FY17

株式 3 19 16 18

債券 2 26 25 ▲17

合計 5 45 41 2

33,073
（+159）

32,914
（+1,766）31,148

（+4,549）

［億円］



非資金利益（除く 債券関連損益）
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非資金利益は、ローン残高の積上げに伴う保証料、団信保険料の増加を資産運用商品販売、法人関連
フィーにてカバーする計画

資産運用商品販売額は、18年度も前年を上回る販売を計画

非資金利益（3行合算＋FFG証券） 資産運用商品販売額

138 124 105 117 

70 69
68 69 

46 60 
64 71 

117 107 138
144

30 23
34

39

▲ 67 ▲ 78 ▲ 87 ▲ 100
▲ 41

▲ 50 ▲ 52
▲ 62

FY15 FY16 FY17 FY18計

（億円） （億円）＊債券関連損益を除く

為替手数料関連

その他
非資金利益

293
（+18）

255
（▲38）

270
（+14）

277
（+8）

法人関連フィー

資産運用商品

FFG証券
（手数料収益）

FFG合算
（前年比）

ローン保証料

団信保険料

【 】は保険料戻り 【+34】
【+24】 【+21】

1,888 2,107 

3,007 3,280 

1,330 1,044 

1,105 
1,160 

633 
85 

100 
100 

364

317

585
465

100

1100

2100

3100

4100

5100

6100

FY15 FY16 FY17 FY18計

投資信託

保険

その他
（外貨定期・公共債）

FFG証券

FFG合算
（前年比）

4,217
（▲1,142）

3,555
（▲662）

4,800
（+1,245）

3行合算

【+15】

5,005
（+205）



経 費
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費目別・OHR（3行合算）

17年度は、戦略的投資が増加する一方で業務効率化を進め人件費が減少した結果、前年並の水準で着地

18年度は、戦略的投資を継続するものの、更なる効率性を追求し、前年比▲5億円を計画

FY17増減要因（前年比）

FY18増減要因（前年比）

490 491 497 499 482 470

458 440 426 429 443 450

59 67 77 87 91 90

0

200

400

600

800

1000

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17 FY18計

税 金

物件費

人件費

1,008 998 1,000 1,015 1,016
（＋2） （＋16）

（▲10）
1,010

（＋0） （▲5）
そ
の
他

新
分
野

外
形
標
準
課
税

既
存
商
品
強
化

チ
ャ
ネ
ル
戦
略
等

時
間
外
手
当
等

1,015
+6

▲18 +4 1,016
+3 +1+3

戦略的投資+12

人件費

▲18
物件費 税金

＋4＋13
（億円）

FY16 FY17

そ
の
他

新
分
野

（
ス
マ
ホ
決
済
サ
ー
ビ
ス
等
）

消
費
税
等

既
存
商
品
強
化

業
務
効
率
化
等

時
間
外
手
当
等

1,016
+3 +1 ▲1 1,010▲12 +3 ▲1
戦略的投資+7

人件費 物件費

▲1＋7
税金

▲12

FY17 FY18
計

（億円）

57.4% 57.4% 56.7%
58.7% 57.7% 57.1%

3行合算
（前年比）

コアOHR

（
ｉ
Ｂ
ａ
ｎ
ｋ
等
）

（億円）
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信用コスト・不良債権

17年度は、格上げや大口先の回収等により戻り益30億円を計上

不良債権残高・比率は、取引先の経営改善支援・事業再生に対する取組みにより低下・減少トレンド

3行合算
（与信比率）

前年比 前年比 前年比 前年比

新規倒産 4 1 4 1 0 ▲ 0 0 ▲ 0

格下げ 114 ▲ 113 88 ▲ 67 13 ▲ 35 14 ▲ 11

16 7 14 8 1 ▲ 2 1 0

その他 53 66 40 56 7 5 6 6

小 計 187 ▲ 39 145 ▲ 2 20 ▲ 31 21 ▲ 6

格上げ ▲ 127 ▲ 37 ▲ 78 ▲ 13 ▲ 12 ▲ 1 ▲ 37 ▲ 24

率要因 ▲ 27 21 ▲ 17 12 ▲ 5 4 ▲ 4 5

回収他 ▲ 63 42 ▲ 38 19 ▲ 11 0 ▲ 14 22

小 計 ▲ 217 25 ▲ 133 18 ▲ 29 3 ▲ 55 3

合 計 ▲ 30 ▲ 14 12 17 ▲ 8 ▲ 28 ▲ 34 ▲ 2

3行合算

増
加
要
因

減
少
要
因

担保下落

福岡 熊本 親和

▲ 19 ▲ 18 ▲ 4 12
35

▲ 6 ▲ 10

19
▲ 8

8

0 

▲8 
▲31 ▲34 

8 

FY14 FY15 FY16 FY17 FY18計

親和

熊本

福岡

（億円）

■ FY17 信用コスト内訳 （億円）

▲36
（▲3bp）

▲16
（▲2bp）▲25

（▲2bp）
▲30
（▲3bp）

192 164 184 181 

1,533 1,544 1,579 1,456 

713 665 538 522 

2.34% 2.17% 1.97% 1.73%

15/3末 16/3末 17/3末 18/3末

要管理
債権

破産更生
債権

危険債権

比率

（億円）※部分直接償却後

合 計
2,438 2,374 2,300

貸倒引当金・引当率の推移

1,342 1,265 1,181 1,103 

1.3% 1.2% 1.0% 0.9%

15/3末 16/3末 17/3末 18/3末

貸倒引当金

引当率

（億円）

50
（4bp）

2,159

信用コスト（3行合算） 不良債権残高・比率（3行合算）
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自己資本比率

自己資本の質と水準は内部留保によって着実に改善しており、3月末のバーゼルⅢ国内基準の自己資本
比率は9.41％（完全適用ベースでは8.62％）

引き続きリスク量に対する十分な資本水準の確保と資本効率性のバランスを意識した運営を行う

自己資本比率（FFG連結） コア資本の内訳（FFG連結）

項目 18/3末［億円］

基礎項目 6,566
株主資本（普通株） 5,940
引当金 60
劣後債務 300
土地評価差額金 201
その他 64

調整項目 ▲276
無形固定資産 ▲86
繰延税金資産 ▲4
退職給付に係る資産 ▲185
その他 ▲0

コア資本 6,290

リスクアセット 66,845

【参考】バーゼルⅢ国際基準（18/3末）

普通株式等Tier1比率 11.04％

※完全適用ベースの試算値

8.75 8.80
9.41

9%台

前半

7.39
7.89

8.62
8%台

後半

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

16/3末 17/3末 18/3末 19/3末 計

経過措置ベース

（参考）

完全適用ベース

コア資本

※信用リスク：基礎的内部格付手法、オペリスク：粗利益配分手法

［億円、％］
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Part Ⅱ
経営戦略



795 754 769 764 713 744 760 

13 

284 321 
447 494 520 

FY07 FY09 FY12 FY15 FY16 FY17 FY18計

コア業務純益

当期純利益

16

成長戦略

「構造改革」や「イノベーションの加速化」といった将来を見据えた体制強化の取組みを推し進める

成長戦略分野へ経営資源（時間・スペース・人財等）をシフトし、高品質な金融サービス・人財力・組
織力を活かした付加価値を提供することで、 競争力を高め環境変化にも揺るがない持続的な成長を実現

進化のステージ（2016年度～）助走/加速/飛躍的成長ステージ

成長戦略の展開

イノベーションの加速化

（新事業・サービスの創出）

構 造 改 革

（生産性の向上/営業力の強化）

将来を見据えた体制強化

成
長
戦
略
分
野
へ

経
営
資
源
を
シ
フ
ト

過去最高益

収益構造の改革

貸出金収益の強化
中小企業貸出金/高収益商品

非資金利益の増強
資産運用商品/法人関連フィー

収益源の多様化
市場運用強化/経費コントロール

新商品・新たな競争領域の創出

（デジタル/投資銀行/市場部門等）

コアビジネスの磨き上げ

（貸出金/資産運用商品等）

第1・2次 第3次 第4次 第5次中計

▲543

環境変化にも揺るがない
持続的な成長を実現

付加価値の提供=競争力の源泉
（高品質な金融サービス/人財力/組織力）
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構造改革

第1フェーズ：営業店・本部の業務削減と効率化により成長分野の人員増強と時間外労働の削減を実現

第2フェーズ：ストック改革（インフラ整備）による生産性の飛躍的向上とフロー改革（営業力強化）
によるサービス高度化・お客さま利便性の向上を目指す

営業阻害要因の排除

本部業務の廃止・削減・
効率化（断捨離）

RPAの導入 等
営業店BPR（営業店をコ
ンサルティングの場へ）

帳票・記入・印鑑レス

営業店事務の本部集中化

セルフ取引の拡大

本部・関連会社BPR
事務のRPA・AI化

ペーパーレス化の推進等によ
る既存業務の効率化

チャネルの変革・連携

デジタル技術を活用した新しい
形態の店舗展開

オムニチャネル化の促進 等

人財の効率的配置

新たな商品・サービスの
開発

グループ総合力の発揮

第1フェーズ

営業店・本部の
業務削減と効率化

（2016.11～） 第2フェーズ
（2018.1～）

成長分野の人員増強
（デジタル分野等）

時間外労働の削減

生産性の飛躍的向上 サービス高度化/利便性向上

ストック改革

（インフラ整備）

フロー改革

（営業力強化）



イノベーションの加速化

お客さまのニーズに応えていくため、現在よりも将来に軸足を置いて、イノベーションを加速化させる

スマホやAIを活用した新たな事業やサービスの創出を図るとともに、最先端のデジタル技術やノウハウ
を持つ外部企業との連携を進め、自社サービスの更なる高度化を図る

融資 ファストパスの導入
クラウド会計データを活用した融資商品

決済 YOKA!Pay（ヨカペイ）の導入
即時口座引落しを活用した新たなスマホ
決済サービス（マルチバンク対応）

2017/5～

2018/3～

地元企業のAI活用を
支援する場を開設

第1期/第2期AI体験プロ

グラムでは、九州を中

心に39企業/団体が参加

OPEN AI Lab 2017/12～

サービスイノベーション iBank事業（2016年7月～）

18

オープンイノベーション

ユーザーの7割が若年層（10～30代）
銀行チャネルにはないユーザー体系

アプリの利用率は約6割と高水準

2016/7～

Wallet+

Debit+
2016/10～

資産運用

ローン

他行展開 沖縄銀行を取扱金融機関とする

オープンAPI連携開始

2018/3～

2017/7～

Wallet+とのペア使いで利用率増加
デビット単体と比べアプリ併用で約3倍に

若年層のニーズ喚起に寄与

資産運用：約48,000件専用HPへ送客

ローン：約12,000件利用

40万DL
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ソリューション営業の強化

総合営業体制の進化

本部フロント・関連会社等のソリューション機能と最適な解決策が提案できる人財の育成に注力

融資取引に留まらず、事業承継やM&A、販路拡大といった事業性ニーズから、企業オーナーの資産管理
や相続対策といった非事業性ニーズまで、フルラインナップで最適なソリューションを提供

計数計画

〈中小企業貸出金平残（年率）〉

45,166 
47,960 

51,088 

FY16 FY17 FY18計

（億円）

〈法人関連フィー〉

人財力の強化ソリューション機能の強化

本部フロント機能
事業承継/ヘルスケア/海外進出
支援/投資銀行業務 等

本部フロント人員の増強

関連会社機能
M&A/ビジネスマッチング/販路
開拓/ベンチャー投資 等

外部アライアンス
企業買収/再生/不動産活用 等

財務支援
ファイナンス/組織再編/M&A/IPO 等

オーナー資産管理支援
資産保全/運用/保険/事業承継 等

経営支援・営業支援
マッチング/販路拡大/海外進出 等

ネットワーク・外部連携支援
税理士/司法書士/弁護士/PB連携 等

フルラインナップで最適なソリューションを提供

60 64 
71 

FY16 FY17 FY18計

（億円）

本部トレーニー制度
FP1級取得者（1期生～6期生）
の現場配置→今後も継続実施

行内資格（マイスター）制度
専門知識を有する総合営業人財
の育成（4期生まで輩出）

随時制度の見直し・改善を実施

専門人財への投資・育成
外部企業派遣/士業人財育成 等

（6.2%）
（6.5%）

（6.0%）
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資産運用商品販売の強化

銀行・証券・保険のグループ一体運営により、ライフステージに応じた最適な商品・サービスを提供

ふくおか証券をFFG証券に改称（2018年5月1日）。営業エリアを熊本県・長崎県に拡大

グループ一体（銀-証-保）運営体制の強化 計数計画

〈保険残高/平準払保険件数〉

〈投信残高〉営業店⇔本部の連携強化
本部トレーニー卒業生（資産管理アドバイザー）と本部
専門部署の一体推進体制強化

デジタル技術の活用・非対面チャネルの強化

営業エリアの拡大（ふくおか証券→FFG証券へ）
熊本・佐世保・長崎に新規出店し、熊本銀行・親和銀行
との銀証連携体制を強化

銀証一体でのグループ顧客の囲い込み

法人保険の推進強化
FFGほけんサービス長崎オフィス設置（人員増強）によ
る営業力強化・銀行との連携（帯同訪問等）強化
研修・OJTによるスキルアップ、生損保の総合提案

銀保一体となって個人・法人のイベント毎の保険
ニーズに木目細かく対応

殖やす
投信/株式/積立NISA 等

蓄える
終身保険/積立定期 等

備える
個人年金/iDeCo/相続 等

（億円）

ライフステージに応じた最適な商品・サービスを提供

銀行

証券

保険

〈法人保険収益額〉

〈積立投信月間積立額/先数〉

5,138 
5,534 

7,194 

17/3末 18/3末 19/3末計

9,246 
10,027 

10,590 185
216

243

17/3末 18/3末 19/3末計

保険残高

平準払保険件数（千件）

6.4

13.3

20.4
54

63

85

17/3末 18/3末 19/3末計

月間積立額

積立投信先数(千先)

8.4

15.8

20.0

FY16 FY17 FY18計
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消費性ローンの状況

非対面チャネルの強化に取り組み、お客さまのニーズに沿ったタイムリーな商品・サービスを提供

証書貸付ローン・カードローンともに、残高・収益は順調に増加しており、引き続き高い年率を維持

主な施策・商品ラインアップ 計数計画

〈消費性ローン平残（年率）〉

1,282 1,554 1,839 

815 
917 

1,042 

FY16 FY17 FY18計

（億円）

2,096
（26.1%）

2,471
（17.9%）

2,880
（16.5%）

（24.3%）

（27.2%）

（12.7%）
（13.5%）

（21.3%） （18.3%）

〈消費性ローン収益〉

54 65 75 

102 117 132 

FY16 FY17 FY18計

（億円）

証貸

カード

証貸

カード

156
182

207

58%

87% 92%

30%
55%

83%

FY15 FY16 FY17

非対面チャネルの強化

商品ラインアップ

Webチャネルの徹底活用
Web完結型商品の拡充

Web広告・メッセージ・メール
等のWeb媒体の徹底活用

「Wallet+」との連携

コール営業の高度化
コールセンターによる営業強化

〈Web申込比率〉

証貸

カード

ローリスクハイリスク

金利

12.0％

3.0％

9.0％

6.0％

15.0％

Lower rate

Upper rate

ミドルリスク

マス層

Middle rate
・住宅ローン顧客
・オーナー、取引先従業員等

【ダイレクトチャネル】

オートローン・教育ローン

多目的ローン

フリーローン

銀行カードローン

ATMカードローン

Web完結型
団信付保

【営業店】
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十八銀行との経営統合

十八銀行との経営統合は、FFGが成長戦略を描く上での重要な戦略オプションのひとつ

足元では公正取引委員会の審査が継続中であるが、地元に根ざす地域金融グループとして、地域経済
発展への貢献という最大の使命を果たすべく、経営統合の実現に向けて粘り強くチャレンジしていく

人口減少をはじめとした

マクロ環境の変化

経営体力を高めることで、将来にわたり安定的な資金供給をはじめとして
長崎県経済の発展に貢献する役割を果たします

構造的な環境変化

長引く低金利環境

統合の目的

経営統合により創出される
人材や資本等の余力を

地域企業や地域経済発展のため
積極的に活用

① お客様との緊密な関係構築

④ 経営課題解決のお手伝い

② 円滑なご融資

③ 店舗網の維持

⑤ 販路拡大のお手伝い

⑧ 長崎県振興への貢献

⑥ 海外進出のお手伝い

⑦ M&A・事業承継のお手伝い
地元への貢献



23

資本効率性・株主還元

構造改革を推し進め中長期的に収益力向上を図ることで、資本効率を高めていく

株主還元は、成長に向けた資本の十分性の確保と資本効率性のバランスを踏まえた上で実施していく

37.0 
41.8 42.3 

51.8 
57.5 60.5 5.0 

5.3 5.1 

5.8 

6.6 6.7 

FY12 FY13 FY14 FY15 FY16 FY17 FY18
計

ROE (%)

EPS（円）

配当は業績連動方式を採用

配当性向30％程度のテーブルを設定
【配当金目安テーブル】

FY12 FY13 FY14 FY15 FY16 FY17 FY18計

配当金 10円 12円 12円 13円 13円 15円 17円

配当性向 27％ 29％ 28％ 25％ － 26％ 28％

（※）親会社株主に帰属する当期純利益を指します

FFG連結当期純利益 配当金目安 配当性向

500億円以上～ 17円 ～29%
450～500億円 15円 26～29%
400～450億円 13円 25～28%
350～400億円 12円 26～30%
300～350億円 11円 27～32%
250～300億円 10円 29～34%
200～250億円 9円 31～39%
150～200億円 8円 34～46%

～150億円 7円 40%～

▲63.2

▲7.3

～～ （注）2018年5月14日公表のとおり、同年10月1日を効力発生日として、普通株式
5株につき1株の割合で併合することを予定していますが、上記の配当金
目安テーブルおよびFY18計画には当該併合を勘案しておりません。

資本効率性 配当方針

（※）
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Part Ⅲ
【参考資料】計数
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国内貸出金平残（銀行別）

39,747 42,263 45,870 47,864 50,233 

19,001 20,106 
21,077 21,867 22,218 8,847 8,600 
8,820 9,253 9,486 67,595 70,969 
75,768 78,984 81,937 

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

※FFG・政府向け貸出金除く ※劣後受益権除く ※劣後受益権除く

公金

個人

法人 5,417 5,544 5,707 5,867 6,003 

3,486 3,775 4,056 4,220 4,446 
842 946 1,024 1,087 1,165 9,744 10,266 10,787 11,174 11,614

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

7,277 7,685 8,022 7,888 7,836 

4,207 4,337 4,435 4,504 4,555 

2,223 1,888 1,937 2,239 2,410 
13,707 13,911 14,394 14,630 14,802

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

地
区
別
平
残

セ
グ
メ
ン
ト
別
平
残

（億円）

福岡銀行（国内単体） 熊本銀行（国内単体） 親和銀行（国内単体）

（億円）

53,506 55,793 58,697 61,119 63,428 
968 945 

1,022 1,028 1,013 
871 868 

837 835 836 
3,527 3,881 

4,206 
4,416 4,650 

8,723 
9,480 

11,006 
11,586 

12,010 
67,595 

70,969 
75,768 

78,984 
81,937 

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

376 369 377 362 362 

8,982 9,448 9,934 10,321 10,767 

385 448 476 491 486 
9,744 10,266 10,787 11,174 11,614 

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

2,070 1,657 1,650 1,546 1,495 

9,313 10,016 10,365 10,722 11,006 

725 784 842 879 889 1,599 1,453 1,537 1,484 1,412 
13,707 13,911 14,394 14,630 14,802 

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

本州等

熊本

長崎

福岡

九州

※政府向け貸出金除く ※政府向け貸出金除く
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国内資金平残（銀行別）

5,071 5,414 5,818 6,968 7,570 

6,710 6,847 6,958 
7,047 6,946 

660 938 519 
282 135 

12,441 
13,200 13,294 

14,297 14,651 

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

50,896 53,708 56,318 59,331 63,787 

29,128 29,726 30,298 31,021 
31,409 4,542 4,214 5,143 4,050 
4,537 84,566 87,649 91,759 94,403 
99,733 

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

10,377 10,898 11,374 12,060 12,661 

9,795 10,123 9,690 9,539 9,124

1,541 1,474 1,387 1,379 1,457 
21,712 22,495 22,451 22,979 23,242 

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

科
目
別
平
残

セ
グ
メ
ン
ト
別
平
残

NCD

固定性

流動性

（億円）

（億円）

福岡銀行（国内単体） 熊本銀行（国内単体） 親和銀行（国内単体）

9,077 9,381 9,705 10,456 10,726 

2,596 2,771 2,927 
3,282 3,478 768 1,047 663 
559 447 12,441 

13,200 13,294 
14,297 14,651 

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

58,373 60,834 63,238 65,216 68,203 

20,795 21,893 23,534 23,520 24,709 5,398 4,920 4,987 5,667 
6,821 84,566 87,649 91,759 94,403 
99,733 

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

13,403 13,791 14,138 14,359 14,695 

5,080 5,532 5,456 5,689 5,758
3,229 3,171 2,857 2,931 2,789 
21,712 22,495 22,451 22,979 23,242 

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

公金

法人

個人
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国内貸出金利回り（セグメント別）

３行単体合算

1.52
1.46

1.41 1.37
1.31 1.29

1.23 1.21 1.18 1.16
1.40

1.32
1.28

1.22
1.16

1.12
1.06

1.01 0.99 0.96

1.97
1.90

1.83 1.80 1.78 1.79 1.78 1.78 1.78 1.77

1.11
1.07

1.02
0.97

0.92
0.88

0.80 0.77
0.70

0.65

FY13上 FY13下 FY14上 FY14下 FY15上 FY15下 FY16上 FY16下 FY17上 FY17下

公金

貸出金
全体

法人

個人

（％）

※FFG・政府向け貸出金除く
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国内貸出金・資金利回り（銀行別）

福岡銀行（国内単体） 熊本銀行（国内単体） 親和銀行（国内単体）

預
金
等
利
回
り

貸
出
金
利
回
り

1.42 
1.33 

1.25 
1.17 1.12 

1.27 
1.17 

1.07 
0.97 0.91 

1.91 
1.80 1.78 1.77 1.77 

1.05 0.98 
0.90 

0.82 
0.72 

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

0.05 0.05 
0.04 

0.03 
0.02 0.02 

0.01 0.01 
0.00 0.00 

0.10 0.10 0.10 

0.08 

0.06 

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

0.08 0.08 
0.07 

0.05 
0.04 

0.02 
0.01 0.01 

0.00 0.00 

0.13 
0.12 0.12 

0.11 

0.08 

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

0.07 0.07 
0.06 

0.04 
0.03 

0.02 0.01 0.01 
0.00 0.00 

0.12 0.12 
0.11 

0.08 

0.06 

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

1.80 
1.66 

1.58 
1.47 

1.39 

1.87 

1.74 
1.62 1.45 

1.34 

1.82 
1.72 1.69 1.66 1.64 

1.14 
1.01 

0.92 
0.78 

0.67 

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

1.61 
1.48 

1.39 
1.31 1.26 

1.44 
1.29 1.21 

1.13 1.09 

2.11 
1.97 1.93 1.94 1.94 

1.22 

1.03 
0.88 

0.66 
0.51 

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

個人

全体

法人

定期性

NCD

全体

流動性

（％）

（％）

公金

※FFG・政府向け貸出金除く ※政府向け貸出金除く ※政府向け貸出金除く
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有価証券（銀行別）

デ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

そ
の
他
有
価
証
券
残
高

1,052 1,244 1,205 1,322 1,570 

7,842 
11,343 

13,349 12,294 12,380 
387 

409 
353 529 617 

4,411 

5,056 
4,710 4,953 4,613 

2,509 

2,717 
2,972 3,820 3,636 

16,202 

20,770 
22,589 22,918 22,816 806 

1,196 

1,697 
1,338 

1,561 

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末

4.39 

3.59 3.30 

2.36 
1.99 

3.07 2.88 2.97 

3.03 2.95 

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末

4.78 
4.44 4.43 

3.75 

2.49 

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末

105 120 106 129 173 

5,877 6,139 6,231 6,171 5,638 

92 194 257 251 
259 

1,638 1,030 916 911 
857 

7,713 7,482 7,510 7,463
6,927

190
254

332 283 275

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末

外貨建

円建

（億円）

（年）

福岡銀行 熊本銀行 親和銀行

外債等

社債

地方債

国債

評価差額

株式

※連結ベース15年変国は、12/3末まで理論値採用

5.17 5.15 4.88 

4.07 

2.98 

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末

12 12 14 24 26 

2,099 2,252 2,252 2,139 1,950 

10 
13 13 13 

14 

564 
620 536 516 

503 

0 
0 0 0 

2,685
2,896 2,814 2,692

2,492

60 70
101

84
69

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末

※15年変国は、12/9末まで理論値採用 ※15年変国は、12/9末まで理論値採用
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非資金利益・資産運用商品販売額（銀行別）

19 
30 27 22 

29 

6 

4 
3 

1 

2 11 

11 
10 

10 

10 5

3
1

▲ 2 ▲ 4

41

47

41

31

37

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

14 19 21 17 
25 

4 
3 1 

1 

1 
6 

6 6 
6 

6 

▲6 ▲6 ▲3
▲9 ▲13

18 
21 25 

14 

18 

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

1,101 
1,402 1,156 1,328 

1,779 

777 
732 

755 659 

648 628 
532 

323 60 

79 
324 216 

74 13 

15 

2,831 2,884 

2,310 2,062 

2,522 

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

投資
信託

保険

外貨
預金

公共債

福岡銀行 熊本銀行 親和銀行

資
産
運
用
商
品
販
売
額

（億円）

非
資
金
利
益

（億円）
50 65 69 68 83 

29 
24 22 17 

13 
55 

55 54 53 
52 

33 29 35 
30 

31 
167 173 179

168
180

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

内国
為替

その他

外為
デリバ

投信
保険

※債券関連損益･市場性商品等関連損益を除く ※債券関連損益･市場性商品等関連損益を除く ※債券関連損益･市場性商品等関連損益を除く

※投信販売額は法人向け含む（その他は個人向けのみ）

351 425 
293 358 

560 

154 
177 

242 124 

177 280 
226 

103 
4 

1 
3 3 

1 
0 

0 
790 833 

640 
487 

740

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

486 594 
438 420 

667 

198 

335 

332 260 

279 
422 

275 

121 
5 

2 

50 
26 

9 
1 

1 

1,158 
1,232 

901 
687 

951 

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

※投信販売額は法人向け含む（その他は個人向けのみ） ※投信販売額は法人向け含む（その他は個人向けのみ）
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経費・信用コスト（銀行別）

1 1 1 0 0 1 4 4 3 1 
22 22 12

36
0

6

▲33 ▲26
▲19 ▲10

30

▲ 6
▲ 10

19

▲ 8

(31bp)

(▲5bp) (▲8bp)

(17bp)

(▲6bp)

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

信
用
コ
ス
ト

323 321 326 330 318 

287 288 281 286 294 

43 49 54 61 64 
654 658 661 677 676 

52.2% 52.9% 51.8% 53.4% 52.4%

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

経
費
・
コ
ア
Ｏ
Ｈ
Ｒ

（億円）

※コアOHR = 経費 ÷（業務粗利益ｰ債券関連損益）

福岡銀行 熊本銀行 親和銀行

物件費

人件費

税金

コアOHR

0 1 1 1 0 5 2 3 1 1 

36

22
32

12

▲ 23▲1 ▲24
▲45 ▲45

▲12

40

0

▲ 8 ▲ 31 ▲ 34

(29bp)

(0bp)

(▲5bp) (▲21bp) (▲22bp)

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

4 4 13 2 4 
7 6 

13 
6 14 

88
84 53 89

9

▲ 87 ▲ 113 ▲ 97 ▲ 102

▲ 15

12

▲ 19 ▲ 18 ▲ 4

12
(1bp)

(▲2bp) (▲2bp) (▲0bp)

(1bp)

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

（億円）

回収等

格付変動

担保下落

新規倒産

与信費用
比率

69 70 71 71 68 

68 59 58 58 61 

6 7 10 11 11 

143 136 138 139 139 

70.5%
67.1% 66.7%

72.7% 71.4%

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17

98 100 101 99 96 

103 94 87 86 88 

10 11 14 15 16 

211 204 201 199 200 

69.8% 69.7% 71.4% 73.6% 72.6%

FY13 FY14 FY15 FY16 FY17
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不良債権・自己資本比率（銀行別）

5,364 5,131 4,744 4,879 5,023 

10.72%
9.71%

8.76% 8.87% 9.03%

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末

827 830 848 852 881 

10.60%
9.96% 10.00% 9.80% 9.70%

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末

1,203 1,047 999 1,024 1,075 

10.74%

9.12% 8.83% 8.80% 9.26%

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末

福岡銀行 熊本銀行 親和銀行

44 30 30 29 28 

339 
288 309 279 

218 

52 
68 54 63 

59 

436
386 392 370

306

3.06%

2.61% 2.65% 2.48%

1.96%

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末

不
良
債
権
残
高
・
比
率

169 133 113 115 124 

1,034 1,038 1,028 1,089 1,041 

495 586 540 389 379 

1,697 1,757 1,682 1,593 1,545 

2.32% 2.24%
2.02%

1.77% 1.61%

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末

25 29 22 40 28 

212 207 207 211 196 

72 59 71 
86 84 

310 295 300 
337 

308 

2.97%
2.69% 2.70% 2.90%

2.32%

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末

※部分直接償却後

不良債権
比率

要管理債権

危険債権

破産更生
債権

※部分直接償却後※部分直接償却後

（億円）

信用リスク：基礎的内部格付手法

オペリスク：粗利益配分手法

信用リスク：標準的手法

オペリスク：粗利益配分手法

信用リスク：標準的手法

オペリスク：粗利益配分手法

バーゼルⅢ（国内基準） バーゼルⅢ（国内基準） バーゼルⅢ（国内基準）

自
己
資
本
・
比
率

自己資本
比率

コア資本

（億円）

連結
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Part Ⅳ
【参考資料】九州経済
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景気動向

予
測

全

国

九

州

日銀短観 業況判断D.I.

熊
本
県

長
崎
県

福
岡
県

出所：日本銀行

予
測北九州

福岡地方※

※福岡地方：福岡県に佐賀県を加え、北九州を除いた範囲

予
測

予
測
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生産動向

鉱工業生産指数（2010年＝100） 【九州】主要産業の生産動向

全

国

九

州
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生産数量

前年比(右軸)
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140
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生産台数

前年比(右軸)

（百万個） IC（集積回路）の生産動向 （%）

（千台） 自動車の生産動向 （%）

60

70

80

90

100

110

120

08/2 09/2 10/2 11/2 12/2 13/2 14/2 15/2 16/2 17/2 18/2
出所：九州経済産業局
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設備投資・住宅投資

出所：国土交通省

（千戸）
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出所：日本銀行

計
画

見
込

全

国

九

州

設備投資：日銀短観（前年同期比） 住宅着工件数
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地価動向

＜国土交通省：2018年地価公示の概要＞
○ 全国平均： 住宅地の平均変動率が10年ぶりに上昇

全用途、商業地は3年連続で上昇

○ 三大都市圏：住宅地、商業地ともに各圏域で上昇

○ 地方圏： 住宅地は下落幅縮小が継続

商業地は26年ぶりに上昇

（国土交通省 2018年3月発表）

住宅地 商業地

2017 2018 増減 2017 2018 増減

全国 0.0 0.3 +0.3 1.4 1.9 +0.5

3大都市圏 0.5 0.7 +0.2 3.3 3.9 +0.6

東京圏 0.7 1.0 +0.3 3.1 3.7 +0.6

福岡県 1.1 1.8 +0.7 2.7 3.9 +1.2

佐賀県 ▲1.0 0.0 +1.0 ▲1.2 ▲0.1 +1.1

長崎県 ▲0.7 ▲0.1 +0.6 ▲0.1 1.3 +1.4

熊本県 ▲0.1 0.6 +0.7 ▲0.1 1.9 +2.0

大分県 ▲0.3 0.1 +0.4 ▲0.5 0.2 +0.7

宮崎県 ▲0.6 ▲0.5 +0.1 ▲1.6 ▲1.3 +0.3

鹿児島県 ▲2.0 ▲1.4 +0.6 ▲2.2 ▲1.4 +0.8

山口県 ▲0.8 ▲0.4 +0.4 ▲1.1 ▲0.6 +0.5

公示地価変動率

住宅地 商業地

2017 2018 2017 2018

福岡市 3.5 4.3 8.5 10.6

北九州市 ▲0.5 ▲0.3 0.4 0.6

福岡県内主要都市

熊本県内主要都市

長崎県内主要都市

（対前年平均変動率：％）

住宅地 商業地

2017 2018 2017 2018

熊本市 0.3 1.0 1.1 4.1

八代市 ▲1.4 ▲0.6 ▲2.0 ▲1.3

住宅地 商業地

2017 2018 2017 2018

長崎市 0.0 0.9 2.9 6.5

佐世保市 ▲0.5 ▲0.2 ▲0.1 0.3

出所：国土交通省

（対前年平均変動率：％）
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企業倒産

0

20

40

60

80

100

120

0

100

200

300

400

500

13/3 14/3 15/3 16/3 17/3 18/3

0

5

10

15

20

0

20

40

60

80

100

13/3 14/3 15/3 16/3 17/3 18/3

500

600

700

800

900

1,000

1,100

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

13/3 14/3 15/3 16/3 17/3 18/3

出所：東京商工リサーチ
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【照会先】

株式会社 ふくおかフィナンシャルグループ

経営企画部 広報グループ

TEL ： 092 － 723 － 2255
E-mail： ffg-ir@fukuoka-fg.com
H P ： https://www.fukuoka-fg.com

本資料は情報提供のみを目的として作成されたものであり、特定の証券の売買を勧誘するものではありません。

本資料に記載された事項の全部または一部は予告なく修正または変更されることがあります。

本資料に記述されている将来の業績予想等につきましては、経営環境の変化等に伴い、予想あるいは目標対比

変化し得ることにご留意ください。

なお、本資料の全部又は一部を当社の承諾なしに転写・複製し、又は第三者に伝達することはできませんので

ご注意下さい。


